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第３四半期決算概要（１） HD連結 

HD連結の経常収益は前年同期比＋51億円の782億円（進捗率78.2%）。 
経常利益は同比＋34億円の228億円（進捗率81.4%） 
四半期（当期）純利益は同比＋21億円の145億円（進捗率69.0%） 

《足利ホールディングス連結損益》 

(億円）
13/12期
(累計)

14/12期
(累計)

15/12期
(累計)

前年
同期比

16/3期
予想

進捗率

① ② ②－① ③ ②÷③

826 730 782 + 51 1,000 78.2%

621 625 657 + 32 

435 427 413 △ 14 

44 18 38 + 19 

92 4 22 + 18 

235 193 228 + 34 280 81.4%

△ 2 - △ 1 △ 1 

233 193 226 + 33 

19 86 44 △ 42 

△ 12 △ 16 37 + 54 

226 123 145 + 21 210 69.0%

（参考） ※'15.10.28修正予想

272 169 191 のれん償却前利益

経常収益

経常利益

特別損益

連結粗利益

営業経費

与信関係費用

株式等損益

税引前四半期（当期）利益

四半期（当期）純利益

法人税等

法人税等調整額



(億円）
13/12期
(累計)

14/12期
(累計)

15/12期
(累計)

前年
同期比

16/3期
予想

進捗率

① ② ②－① ③ ②÷③

589 601 633 + 32 825 76.8%

603 606 642 + 36 

482 490 522 + 31 

103 107 109 + 2 

その他業務利益 16 8 11 + 2 

国債等債券損益 13 4 8 + 3 

369 362 349 △ 13 475 73.4%

196 193 190 △ 2 

153 149 137 △ 11 

234 244 293 + 49 

220 239 284 + 45 350 81.3%

38 7 △ 0 △ 8 

98 4 25 + 20 

289 243 313 + 70 380 82.5%

法人税等 15 83 80 △ 3 

法人税等調整額 △ 14 △ 19 10 + 30 

285 179 221 + 41 300 73.8%

株式等損益

人件費

四半期（当期）純利益

物件費

実質業務純益

経常利益

コア業務純益

業務粗利益

資金利益

役務取引等利益

コア業務粗利益

経費

与信関係費用
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第３四半期決算概要（２） 銀行単体 

銀行単体のコア業務粗利益は、前年同期比＋32億円の633億円。コア業務純益は、同比＋45億円の284億円。 
経常利益は、実質業務純益の増加と株式売却益の増加を主因として、同比＋70億円の313億円。四半期（当期）純

利益は、同比＋41億円の221億円。 

《足利銀行単体損益》 
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コア業務粗利益／経費 

473 482 490 
522 

85 
103 107 

109 563 
589 

601 

633 

15.1% 
17.6% 17.8% 17.2% 

12/12期 13/12期 14/12期 15/12期 

役務取引等利益／コア業務粗利益 

 コア業務粗利益は、前年同期比＋32億円の633億円。うち資金利益は同比＋31億円の522億円。 
 経費は、同比△13億円の349億円。人件費は△2億円の190億円、物件費は△11億円の137億円。 
 コアOHRはシステム移行後減少を続け、55.0％まで低下。 

《コア業務粗利益の推移》 （億円） 

資金利益 

役務取引
等利益 

＋2 

＋31 

＋32 

コア業務
粗利益 

204 196 193 190 

154 153 149 137 

19 19 19 20 

378 369 362 349 

67.1% 

62.5% 
60.1% 

55.0% 

12/12期 13/12期 14/12期 15/12期 

コアOHR 

《経費・コアOHRの推移》 （億円） 

2011年7月地銀共同センター
への勘定系システム移行 

人件費 

物件費 

税金 

△13 

経費 

△11 

※コアOHR＝経費÷コア業務粗利益 

(△5.1%) 

△2 
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コア業務純益／経常利益 

 コア業務純益は、コア業務粗利益の増加、経費減少により、前年同期比＋45億円の284億円。 
 経常利益は増加基調で推移し、前年同期比＋70億円の313億円。 

《コア業務純益の推移》 

184 

220 
239 

284 

12/12期 13/12期 14/12期 15/12期 

（億円） ＋45 《経常利益の推移》 （億円） 

コア 
業務純益 

217 

289 

243 

313 

△ 15 

98 

4 25 

12/12期 13/12期 14/12期 15/12期 

経常利益 

うち株式
等損益 

＋70 
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預貸金平残・利回り 

1.45% 

1.35% 
1.30% 

1.45% 
1.36% 

1.28% 

0.05% 0.04% 0.04% 0.05% 0.04% 0.04% 

1.40% 
1.31% 

1.26% 

1.40% 
1.32% 

1.24% 

14/3期 15/3期 16/3期 13/12期 14/12期 15/12期 

《預貸金利回りの推移》 

 貸出金平残、預金等平残とも、それぞれ順調に増加し、貸出金平残は15/12期平残は通期平残計画を上回る実
績。 

 貸出金利回りは低下傾向が続いている。 

計画 

(△0.08%) 

預金等利回② 

貸出金利回① 

預貸金利回差
① - ② 

《貸出金平残・預金等平残の推移》 

50,080 

52,765 
53,913 53,961 

38,026 
40,166 41,591 41,366 

13/12期 14/12期 15/12期 16/3期 

（億円） 

計画 

貸出金平残 

預金等平残 

(△0.05%) 
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コア業務粗利益の増減要因 

 資金利益＋31億円のうち、貸出要因△9億円、預金等要因＋1億円、有価証券要因＋42億円。 
 貸出利回り低下要因は縮小（13/12期△35億円、14/12期△26億円、15/12期△24億円）し、投信解約益要因除き

でも資金利益は前年同期比プラス。 
 役務取引等利益は、コア業務粗利益の増加に＋2億円の寄与。 

《コア業務粗利益増減要因（前年同期比）》 

601 
億円 

 
 
 
 

633 
億円 

 
 
 
 

 
 
 
 

預金等 
平残 
要因 

△0 

△24 

貸出 
利回り 
要因 

 
 
 
 
 
 

有証 
平残 
要因 

14/12期 15/12期 

（億円） 

貸出 
平残 
要因 

＋14 

 
 
 
 

預金等 
利回り 
要因 

＋1 

有証 
利回り 
要因 

貸出要因 
△9 

預金等要因 
＋1 

有価証券要因 

+ 42 

＋50 

△7 

 
 
 
 
 

役務 
取引等 
利益 

＋2 資金利益 522億円（＋31億円） 

役務取引等利益 109億円（＋2億円） 

＋32 

うち投信解約益 
の増加＋26億円
（11→37億円） 
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貸出金（末残） 

 貸出金末残は、前年同期比＋921億円の4兆2,262億円（年率＋2.2％）。 
 住宅ローンは同比＋1,093億円の1兆6,219億円（年率＋7.2％）、中小企業向け貸出は同比＋799億円の1兆6,293

億円（年率＋6.0％）と堅調に推移。 

《貸出金残高の推移（末残）》 （億円） 

12,762 13,878 15,125 16,219 

13,877 
14,706 

15,494 
16,293 

4,129 
4,720 

4,908 
4,619 

6,055 

6,021 
5,814 

5,131 
36,823 

39,325 
41,341 42,262 

12/12末 13/12末 14/12末 15/12末 

住宅ローン 

中小企業 

国・地公体 

大企業他 

《貸出金残高の増減内訳（前年同期比）》 （億円） 

住宅
ローン 

＋1,093 大企業
他 

△683 

中小 
企業 

＋799 

国・ 
地公体 

＋921 
(年率＋2.2％) 

(年率＋7.2％) 

（年率＋6.0％) △288 
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預金等（末残） 

 預金等末残（預金＋譲渡性預金）は、前年同期比＋1,340億円の5兆5,046億円（年率＋2.4％）。 
 個人預金が同比＋447億円(年率＋1.2%)、法人預金が同比＋506億円(年率＋4.2%)、譲渡性預金が同比＋418億

円とそれぞれ堅調に増加。 

《預金等残高の推移（末残）》 （億円） 

33,617 34,826 36,083 36,530  

11,096 
11,533 

11,846 12,353  

2,465 
2,629 

2,583 
2,550  

1,714 

2,739 
3,192 

3,611  

48,895 

51,728 
53,706 

55,046  

12/12末 13/12末 14/12末 15/12末 

個人 

法人 

公金＋金融 

譲渡性預金 

《預金等残高の増減内訳（前年同期比）》 （億円） 

 
 
 

公金 
＋金融 

法人 

＋418 

△32 

個人 

＋1,340 
(年率＋2.4％) 

NCD 

＋447 

(年率＋4.2％) 

＋506 

(年率＋1.2％) 
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個人預り資産／個人金融資産 

 個人預り資産は、前年同期比△89億円の6,936億円。投資信託が同比＋77億円、保険が同比＋208億円と順調に
増加。債券は個人向け国債の大量満期償還等の影響から、同比△375億円の減少。 

 NISA口座数は65千件に増加し、口座稼働率も57.3％に上昇。 
 個人預金とあわせた個人金融資産は、同比＋359億円の4兆3,466億円に増加。 

《個人預り資産の推移 (末残）》 （億円） 

2,132 2,422 2,725 
3,190 3,267 

2,057 

2,593 
2,683 

2,807 3,015 
1,960 

1,791 
1,531 

1,028 653 6,149 

6,807 6,939 7,025 6,936 

11/12末 12/12末 13/12末 14/12末 15/12末 

《個人金融資産の推移（末残）》 （億円） 

33,424 34,690 35,972 36,426 

194 
137 

110 104 6,807 
6,939 

7,025 6,936 
40,425 

41,766 
43,108 43,466 

12/12末 13/12末 14/12末 15/12末 

投資信託 

保険 

債券 

＋208 
(＋7.4%) 

＋77 
(＋2.4%) 

※保険＝個人年金保険＋終身保険＋学資保険 

△375 

個人 
円預金 

個人 
外貨預金 

個人 
預り資産 

＋359  
(年率＋0.8%) 

《ＮＩＳＡ口座獲得状況》 

42,429 51,451 56,738 63,774 65,824 

20.7% 40.3% 
52.0% 55.4% 57.3% 

14/3末 14/9末 15/3末 15/9末 15/12末 

口座稼働率 

△89（年率△1.2%) 



294 

638 

488 
593 

324 

675 

522 
627 

14/3末 15/3末 15/9末 15/12末 

       11 

有価証券 

833 842 650 650 

305 
844 972 1,161 

517 

1,360 1,343 
1,633 

1,675 

3,193 3,118 
3,592 

14/3末 15/3末 15/9末 15/12末 

 有価証券残高は、外国債券（外貨）や投資信託など「その他」の項目の増加により、15/3末比＋290億円の1兆
2,658億円。円貨債券のデュレーションは4.6年。 

 「その他有価証券（満期保有以外）」の評価損益は、投資信託の評価損益の減少により15/3末比減少。 

《有価証券残高の推移（末残）》 （億円） 

【ＨＤ連結・BK単体】 《その他有価証券の評価損益 》 
（億円） 

※その他有価証券＝満期保有目的以外の有価証券 ※円貨債券＝国内債券＋円建外国債券 

《外国債券等残高の推移（末残）》 （億円） 

4,394 
3,519 3,503 3,525 

2,570 

2,419 2,242 2,517 

2,695 

2,386 2,177 2,170 

718 

850 
793 851 

1,675 
3,193 

3,118 
3,592 

12,054 12,368 
11,836 

12,658 

4.4年 
4.8年 4.7年 4.6年 

14/3末 15/3末 15/9末 15/12末 

円貨債券ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ 

外国債券
（邦貨) 

外国債券
(外貨) 

投資信託 

その他 

その他 

国債 

地方債 

社債 

株式 

+290 (15/3比） 

ＨＤ連結 

ＢＫ単体 
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不良債権／与信関係費用 

347 
190 175 191 

715 

725 720 691 

81 

68 53 80 

1,144 

984 949 963 

2.81% 

2.31% 2.22% 2.23% 

14/3末 15/3末 15/9末 15/12末 

不良債権比率 

 不良債権（金融再生法開示債権）残高は、15/3末比△21億円の963億円。不良債権比率は同比△0.08％の
2.23％。 

 与信関係費用は、HD連結が38億円、BK単体が△0億円。要注意先、要管理先の予想損失率の低下に伴い一般
貸倒引当金が減少。 

《金融再生法開示債権の推移》 （億円） 【HD連結・BK単体】《与信関係費用》 （億円） 

78  

18 

59 

38 

74  

7 

26 

14/3期 14/12期 15/3期 15/12期 

219 196 169 169 

187 193 191 193 

407 390 361 363 

14/3末 15/3末 15/9末 15/12末 

《貸倒引当金残高の推移》 （億円） 

要管理債権 

危険債権 

破産更生
債権等 

一般貸倒引当金 

個別貸倒引当金 

ＨＤ連結 

ＢＫ単体 △21 (15/3比） 

△0.08% (15/3比） 

△26 (15/3比） 

△27 

＋0 

-0 
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自己資本比率 

2,529 
2,347 

2,487 2,563 2,614 

1,572 1,468 1,664 1,769 1,822 

9.70% 
8.49% 8.54% 8.67% 8.64% 

6.03% 
5.25% 5.69% 5.97% 6.01% 

13/3末 14/3末 15/3末 15/9末 15/12末 

自己資本比率 

Tier1比率／経過措置なし 

 自己資本比率は、HD連結ベースが15/3末比＋0.10％の8.64％、BK単体ベースが15/3末比＋0.31％の8.89％にそ
れぞれ上昇。なお、リスクアセットの増加等により15/9末比では微減。 

【HD連結】《自己資本比率》 （億円） 

バーゼルⅢ 

2,199 
2,429 2,513 

2,655 2,707 

2,035 
2,379 2,434 2,574 2,626 

8.36% 8.68% 8.58% 8.92% 8.89% 

7.73% 
8.40% 8.26% 8.61% 8.60% 

13/3末 14/3末 15/3末 15/9末 15/12末 

自己資本比率 

Tier1比率／経過措置なし 

【BK単体】《自己資本比率》 （億円） 

経過措
置なし 

Tier１ 

＋0.10% (15/3比） 

経過措
置なし 

自己
資本 

＋127 
(15/3比） 

＋193 
 (15/3比） 

自己
資本 

バーゼルⅢ 

Tier１ 

＋0.31% (15/3比） 



事前に株式会社足利ホールディングスの許可を書面で得ることなく、本資料を転写・複製
し、又は第三者に配布することを禁止いたします。本資料は情報の提供のみを目的として作
成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘するものではありません。本資料に記載され
た事項の全部又は一部は予告なく修正又は変更されることがあります。本資料には将来の業
績に関する記述が含まれておりますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではな
く、経営環境の変化等により、実際の数値と異なる可能性があります。 


